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第 1章では, 大阪市内河川が高潮対策事業など主要な土木事業とともに変遷してきた状況を記述し, つ
いで, 今日の市内河川が, 東大阪の洪水対策および西大阪の高潮対策という重要な治水目的をもっている
ほかに, 常時の機能として, 都市下水の重要な幹線水路であること, 維持用水を流下させ市内の公共水域
を浄化していること, 大阪湾の内港として活発な港湾機能を果していること, など都市河川として多種多
様な役割を果している実態を明確にしている｡
第 2章では, 大阪湾の潮汐の影響をうける市内河川の水理特性を, 広汎な観測資料にもとづいて詳細に
検討している｡ その結果, 毛馬ならびに寝屋川から堂島川および土佐堀川を経て安治川および木津川に分






昭和40年からの高潮対策事業計画の立案にあたり, 台風期朔望平均満潮位 0.P.+2.20m と室戸台風の観
測値にもとづく潮位偏差 3.00m を加えた 0.P.+5.20m が新しく採択されたが, 伊勢湾台風をモデル台
風とした数値実験で潮位偏差を検照しても, 上述の値と同程度であり, また昭和8年から昭和44年までの

























論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 ､
淀川の河口に発達した大南工業都市大阪では, 複雑な河川網を形成する市内河川とこれに連なる運河や
水路が台風時には高潮の侵入路となって, 昭和に入ってからでも, すでに3回, 甚大な高潮被害が起こっ
ている｡ そのため防潮堤築造と浸水被害を助長する地盤沈下の防止施策が推進され, いちおう効果を発揮




う前提のもとに, 関連する水工計画上の諸問題を考究 ･解決し, 防潮計画の達成に大きい貢献をしたもの
であって, 得られた注目すべき主な成果は次の通りである｡
(1) 相次ぐ大規模な土木事業による大阪市内河川の変遷と都市河川としての形成過程を明らかにすると
ともに, 市内河川が常時に果している都市下水 ･維持用水 ･港湾機能などの広汎な機能の実態を明確にし,
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防潮計画立案に必要な基礎資料を提示している｡
(2) 市内河川の水理特性を詳細な観測資料にもとづいて厳密に検討 ･考察し, 潮汐の影響を強くうける
緩流河川としての多くの特徴を明らかにしている｡






(4) かつて高潮被害に直接影響を与えていた西大阪の地盤沈下は, 昭和40年におおむね停止し, 昭和37
年から著者らが中心となって実施した, 調査研究の成果にもとづく行政措置が適切であったことを明確に
するとともに, 一方, 東大阪の地盤沈下が激化し, 防潮計画に重大な影響を与えている実態を, 各種の調
査資料によって具体的に指摘している｡
(5) 都市河川として市内河川がもっている機能や市内河川に流入する寝屋川流域の著しい地盤沈下と防
潮方式との関係を検討した結果, 主要市内河川の中流部に大型防潮水門とこれに伴なう内水排除施設を読
ける防潮方式が最適の計画であると結論している｡ そして, この場合に問題となる防潮水門が下流側の高
潮位に及ぼす影響ならびに水門閉鎖時に予想される東大阪の河川流出に対する内水対策を検討すると同時
に, 必要な内水排除施設の高潮時以外の治水や河川浄化への有効利用に関する独自の具体策を提示してい
る｡
以上を要するに本論文は, 著者の多年にわたる研究成果にもとづいて, 大阪の防潮方式として防潮水門
と内水排除施設とを設けることを提案し, 都市河川としての各種の機能をもつ市内河川に適用する際に検
討すべき水工計画上の諸問題を実態に即して解決するとともに, 内水排除施設の多目的利用の構想とその
具体策を明らかにしたものであって, 学術上実際上寄与するところが少なくない｡
よって, 本論文は工学博士の学位論文として価値あるものと認める｡
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